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医療制度改革に向けたＤＰの実施を

• 日本の医療が直面する困難に対処するためには
①医療のアクセシビリティ
②負担
③サービスの質
④制度の持続可能性

以上の優先順位についての世論形成が不可欠

• しかし、医療制度の客観評価はむずかしく、国際比較で見ると一般に日
本人の制度評価は低い 評価についての因子分析はすすんでいない

• 他方で国民が地域医療の実態と課題について問題意識をもった地域は
事態が大きく改善（兵庫県丹波市など）

• 医療制度改革をめぐる世論の把握＝形成を促進するには、無作為抽出
で選ばれた市民に医療パフォーマンス、財政、医師の勤務条件などにつ
いての十分な情報を提供し討論をおこなうＤＰ（討論型世論調査）の実施
が望ましい ただしその実施方法には十分な工夫が必要
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「自分の家族が重篤な病気になった場合、良質で手ごろな医療を受けること
は難しいか？」に対し「困難」との回答は日本で最多 医師会の反論
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カナダの非営利調査機関「コンファレンス・ボード・オブ・カナダ」が２００９年に発表した
医療制度ランキング
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出所： 二木立『医療改革』勁草書房、２００７年

「第二回日本の医療に関する意識調査」（日医総研、２００６年）、「ＯＥＣＤ諸国に
おける地域医療の満足度および医療制度の信頼度調査」（Gallup社、２００９年）
など相対的に高い評価がつけられた例もあるが、全般的にはやはり低い傾向
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